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情報通信研究機構（NICT）では電波を用いる情報通
信分野を扱う公的研究機関の立場から、身のまわりの
生活空間における電波ばく露レベルを定量的に測定し、
そのデータを活用するリスクコミュニケーションのあ
り方を研究するプロジェクト「電波ばく露レベルモニ
タリングデータの取得・蓄積・活用」を 2019 年度から
実施している[1]。本プロジェクトの研究内容は様々な
生活空間における電波強度測定とリスクコミュニケー
ション関連に大別され、それらの概要は文献 [2] 及び
[3] にそれぞれ述べられている。

本プロジェクトで扱うリスクコミュニケーションは、
総務省の「生体電磁環境に関する研究戦略検討会」の報
告書 [4] によると、リスク評価及びリスク管理ととも
にリスク分析の主要要素の一つであり、それぞれの関

係者だけでなく消費者、事業者、研究者等のあらゆる
ステークホルダー間の情報共有やコミュニケーション
を通じて、電波の人体に対する安全性に関する国民の
理解増進に寄与する目的で実施されるものと位置付け
られる。したがって、本研究で扱うリスクコミュニ
ケーションの対象は国民、つまり広く一般市民であり、
例えば現在電波による健康影響に不安を感じている人
などに限定されるものではない。しかし、市民には
様々な属性（性別、年齢、居住地域、職業等）の人々が
含まれることは言うに及ばず、電波に関する意識、知
識や行動なども多様な人々が混在していることは想像
に難くない。そのような多様な人々とのコミュニケー
ションを効率的に行うためには、対象となる人々の電
波の利用状況や興味関心に根ざしたニーズを捉えた方
法によるアプローチが必要である。

国内の無線機器の利用実態に関しては、例えば総務
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日常生活の中で身近に存在する電波を利用する機器は近年増加を続けている。それらの機器を
活用して社会生活が便利になる一方で、電波による身体への影響に不安の声もある。そこで我々
は実際に日常生活空間に存在する電波の種類や強さを測定し、そのデータを活用したリスクコ
ミュニケーションのあり方を研究している。本研究では無線機器の利用実態及び日常生活を送る
空間における電波に対する市民の意識を把握するため、日本全国に居住する約 5,000 人の回答者
を対象とするウェブアンケート調査を実施した。2021 年度から 2022 年度にかけて行った 3 回の
調査から、各種機器の利用実態と電波に対する認識、行動及びそれらの回答者の属性との相関等
について報告する。

The number of apparatuses that use radio waves, which exists in our daily lives, has continued 
to increase recently. While these apparatuses make our everyday life more convenient, some 
people concern the health effects of radiofrequency electromagnetic fields (RF-EMF) on the human 
body. Therefore, the measurement surveys of RF-EMF that exist in our daily lives are ongoing and 
the way to utilize these monitoring data for risk communication is under discussion. We conducted 
web-based surveys of approximately 5,000 respondents who live in Japan in order to grasp the 
actual use of wireless apparatuses and their awareness of RF-EMF in their daily living spaces. In 
this paper we report the actual situation of usage of wireless apparatuses, awareness of RF-EMF, 
and the correlations between them and the attributes of the respondents, based on the three sur-
veys conducted between FY2021 and FY2022.
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省による「情報通信メディアの利用時間と情報行動に
関する調査」[5] などのアンケート調査が実施されてお
り、「情報通信白書」[6] や「モバイル社会白書」[7] などに
まとめられている。一方、電波に関する意識の観点か
ら行われた研究としては、携帯電話の電波による健康
リスクの認知に関する研究 [8] [9] や母親の携帯電話使
用のリスク認知 [10]、電磁波についての知識とリスク
認知の関係に関する研究 [11] などのいずれもアンケー
ト調査を基にした研究例がある。海外でも、例えば欧
州、韓国等の国々においてアンケート調査による電波
に関する客観的知識量とリスク認知の関係などが研究
されている [12] [13]。

本研究では、国内の電波利用機器の利用実態を広く
捉え、身近な電波に対する市民の意識を把握すること
を目的に、全国に居住する約 5,000 人を対象とする
ウェブアンケート調査を実施している。本稿では、
2021 年度から 2022 年度にかけて実施した 3 回のアン
ケート調査 [14]-[16] の結果の一部を紹介する。

	 アンケート調査の方法

2.1	 調査の概要と実施時期
調査は NTT コム オンライン・マーケティング・ソ

リューション株式会社が提供する調査サービス「NTT
コム リサーチ」が有するパネル（登録者数約 800 万人）
を利用したウェブアンケートとして実施した。本稿で
紹介する 3 回の調査（調査 1 〜調査 3）の概要を表 1 に
示す。調査 1 は 2021 年 7 月に実施し、住居内で利用し
ている無線機器とその利用方法等について質問した。
調査 2 は 2021 年 12 月に実施し、身のまわりの電波に
ついての意識と関心について質問した。調査 3 は 2022
年 7 月から 8 月に実施し、住居内外での無線機器の利
用実態と電波に対する意識について質問した。

実施した 3 回の調査に共通の方法として、対象は全
国に居住する 20 歳から 69 歳の個人、スクリーニング

調査において条件を満たした回答者のみ本調査へ進む
二段階構成とした。本調査の回答数が 5,000 件以上と
なることを目標に実施し、結果として表 1 に示す回答
数を得た。

2.2	 質問内容
2.2.1	 スクリーニング調査

スクリーニング調査では、回答者の基本的な属性情
報として、性別、年齢（10 年ごとの年代）、居住地域、
職業、同居人数を全ての調査で確認した。調査 2 及び
調査 3 では、中学生以下の子の有無も質問した。回答
者の集団の構成を国内居住者全体の構成と近づけるた
め、スクリーニング調査において性別と年代別の回収
数を総務省統計局による人口推計 [17][18] に基づいて
割付けを行った。その結果、各調査における回答者の
構成は、性別及び年代において全国の人口構成とほぼ
等しくなっている。

調査 1 では、上記に加えて住環境について、住宅の
形態、建物及び居住している階数、周辺環境及び自宅
周辺における携帯電話基地局の有無の認識を尋ねた。
さらに、自宅におけるインターネット接続方法、無線
LAN（Local Area Network）の規格・周波数の理解、携
帯電話の受信状況、固定電話機の利用状況を質問した。
そして、インターネットを無線接続で利用する回答者
のみ本調査へ進むこととした。調査 2 では、メディア
からの情報への関心、身のまわりの電波への意識、電
波に関する情報の入手経験について質問し、「身のまわ
りの電波についてまったく意識していない」かつ「電波
に関する情報をどのような形でも入手したことはな
い」と回答した回答者を除き本調査へ進むこととした。
調査 3 では、自宅内外でのインターネットへの接続方
法及び 1 日あたりの利用時間を質問し、自宅または自
宅外においてインターネットを無線接続で利用する回
答者のみが本調査へ進むこととした。
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表 1　ウェブアンケート調査の概要

調査 1 調査 2 調査 3
調査内容 住居内での無線機器の利

用実態調査
身のまわりの電波に関す
る意識調査

住居内外での無線機器の
利用実態及び電波に関す
る意識調査

実施時期 2021 年 7 月 2021 年 12 月 2022 年 7 月〜 8 月
質問数

上段：スクリーニング調査
下段：本調査

14 問
30 問

9 問
26 問

9 問
31 問

回答者数
上段：スクリーニング調査
下段：本調査

6,885
5,324

7,017
5,218

6,531
6,085
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2.2.2	 本調査
次に各調査での本調査の質問内容を表 2 から表 4 に

示す。調査 1 では自宅において利用する無線機器の種
類や利用方法を確認した。調査 2 では電波に対する認
識及び電波の情報・測定データ・健康との関係への関
心について質問した。調査 3 では、自宅内外での利用
機器及び、電波利用に関する認識として電波ばく露の
認知、電波利用行動の必要性、不安及びその理由、電
波に関する客観的知識量、情報への関わり方、リスク
認知等について尋ねた。

リスク認知については、増地による先行研究 [8][9] で
は携帯電話に関して調査しているが、本研究では無線
LAN も含めて電波に対する意識を調査対象とした。ま
た、調査 1 と調査 3 では、携帯型電波強度測定器を用

いた生活空間での測定への協力者を募った。測定結果
については幾代ら（2023）[19] によって報告されている。

	 無線機器の利用実態

3.1	 住居内における無線機器の利用率
無線機器の利用実態について、調査 1（n = 5,324）で

尋ねた住居内で利用している無線機器の結果を回答者
の年代を指標にクロス集計したものを図 1 に示す。本
稿では、携帯電話端末の種別（フィーチャーフォン及
びスマートフォン）を区別する場合は各種別を記述し、
区別しない場合や携帯電話サービスを指す場合は「携
帯電話」と記述することとする。図1の「携帯電話全体」
はスマートフォン（5G 対応及び非対応）とフィー
チャーフォンのいずれかを利用している回答者、「パソ
コン全体」はデスクトップパソコン、ノートパソコン
のいずれかを利用している回答者を示す。携帯電話端
末については、スマートフォンは回答者全体の 90.9 %、
フィーチャーフォンは 10.6 % が利用している。どちら
かの種類を利用している回答者は 97.7 % であり、ほぼ
1 人に一台利用している状況であると言える。近い時
期（2021 年 11 月〜 12 月）に訪問留置調査で実施された
総務省による「令和 3 年度情報通信メディアの利用時
間と情報行動に関する調査」[5] では、スマートフォン
利用者 95.3 %、フィーチャーフォン利用者 15.3 % とい
う結果であり、今回の調査では住居内での利用に限定
していること等を考慮すれば、大きな矛盾は無いと考
えられる。第 5 世代移動通信システム（5G）対応のス
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表 2　調査 1 の本調査の設問概要

質問種別 質問内容
在宅時間 • 1 日の在宅時間

• 在宅勤務・授業の週あたり日数
自宅のイン
ターネット
接続環境

• 据置き型無線 LAN-AP の設置状況
• モバイル Wi-Fi の利用状況
• 自宅外からの電波の状況

自宅での利
用機器

• 利用機器の種類
• 無線 LAN への接続機器
• スマートメーターの設置の有無

自宅でのイ
ンターネッ
ト利用状況

• 接続方法と利用時間
• 利用目的

音声 ( ビデ
オ ) 通話の
利用状況

•  携帯電話を利用した通話方法と通話時
間

• 固定電話機を利用した通話時間
住居内電波
強度測定へ
の協力

• 電波強度測定への協力可否
• 測定希望時期等

表 4　調査 3 の本調査の設問概要

質問種別 質問内容
自宅の通信
環境

• 周辺の携帯電話基地局有無
• 自宅での受信状況
• 固定電話の利用有無 / 使い分け

自宅内外で
の無線通信
機器の利用

• 自宅内外で利用する無線機器
• スマートメーター設置の有無

電波利用に
対する認識

•  生活環境における電波強度の認識（ばく
露認知）

•  電波を利用する行動の必要性の認識
•  電波の身体への影響に対する不安の程

度 / 不安の理由
電波に対す
る認識

• 身の周りの電波に対する意識
• 情報の入手経験・方法・目的
• 電波に関する客観的知識

日常生活で
のリスク認
識

• 発がんリスク認識・確信度
•  インターネット上の真偽不明の情報に

対する行動
電波強度測
定への協力

• 測定への協力可否
• 測定の関連事項

表 3　調査 2 の本調査の設問概要

質問種別 質問内容
電波に対す
る認識

• 電波の性質の理解度
•  生活環境における電波強度の認識（ばく

露認知）
電波の情報
への関心

• 情報の入手方法 ( 現状・期待 )
• 情報に関する不満・不便
• 知りたい情報・期待する情報源

電波の測定
データへの
関心

• グラフの分かりやすさ
• 測定データへの興味
• 測定方法・分析方法・提示方法等

電波と健康
との関係へ
の関心

• 身のまわりの電波の強さの認識
• 電波の安全性基準の認識
• 健康影響について考える頻度
• 情報に触れる頻度
• 日常実施している対策
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マートフォンの利用者は 13.1 % であり、調査実施時の
2021 年 7 月時点では 5G 非対応の端末に比べてまだ普
及率が低いことがわかる。また、5G 対応スマートフォ
ンの利用者の割合は若い年代ほど高く、フィーチャー
フォンは逆に若い年代ほど低い傾向が見て取れる。次
にパソコンについては、デスクトップパソコンは回答
者の 33.5 %、ノートパソコンは 75.2 % が利用してお
り、どちらも年齢が高くなるほど利用者の割合が大き
くなる傾向が見られた。また、少なくともどちらかの
タイプのパソコンを使用している割合は 92.5 % とな
り、パソコンも多くの家庭に普及していることがわか
る。タブレットは回答者の 37.5 % が利用しており、年
代による差は小さい結果となった。

そのほかに無線 LAN に接続する機器としてゲーム
機、オーディオビジュアル（AV）機器（テレビ、録画レ
コーダ、オーディオ機器等）、スマート調理家電等の利
用状況を質問したところ、全体ではゲーム機 25.1 %、

AV 機器 24.7 %、スマート調理家電 1.7 % となり、機
器の種類によって利用率が大きく異なることがわかっ
た。年代ごとの利用率を見ると、AV 機器は年齢によ
る差が小さく、ゲーム機は若い年代ほど利用率が高く
差が大きいなど、機器の種類により異なる傾向を示す
ことが見出された。携帯電話と無線 LAN 以外の電波
を利用する機器としては Bluetooth 機器、ワイヤレス
充電器、スマートメーターなどについて質問した。こ
のうち、Bluetooth ワイヤレスヘッドホン・イヤホン
の利用率は全体で 27.8 % だが、利用率の最大は 20 代
の 43.3 % と若い年代ほど利用率が大きく、上記ゲーム
機と同様の傾向を示した。

図 1 に示した機器の利用率を回答者の性別で比較す
ると、全ての機器で男性の利用率が女性の利用率を上
回った。例えば、フィーチャーフォン・スマートフォ
ンの場合はその差は僅かだが、一方で例えばノートパ
ソコンでは約 20 ポイント、タブレットでは約 12 ポイ

図 1　住居内で利用している無線機器の年代別の利用状況
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ント男性の利用率の方が大きく、機器の種類によって
差の大小は異なった。上記のように、機器の種類に
よって利用率と回答者の属性の関係が異なるものがあ
ることが明らかになった。

3.2	 住居内におけるインターネットと関連機器
の利用状況

住居内でのインターネット接続の実態を調べた。調
査 1 のスクリーニング調査（n = 6,885）において、直近
1 週間の自宅におけるインターネットへの接続方法を
尋ねたところ、回答者全体で無線 LAN 接続が 74.5 %
と最も多く、有線 LAN 接続（38.1 %）、携帯電話回線に
よる接続（24.3 %）と続いた。無線 LAN 接続利用者の割
合は 2020 年度に実施された総務省の調査 [20] の結果

（87.6 %）よりも小さいが、2010 年の別調査 [21] の結果
（48.5 %）と比べると大きく増加している。したがって
近年は自宅における無線 LAN 接続は広く普及してい
ると言える。図 2 のようにこれを男女別に分けるとい
ずれの方法でも男性の方が利用率が高く、その差は有
線 LAN 接続の場合最も大きくなった。年代別に見る
と、無線 LAN 接続は全ての世代で 7 割以上の利用率に
対して、若い年代ほど携帯電話回線への直接接続の利
用が多くなり、逆に若い年代ほど有線LANで接続する
割合が少なくなる傾向がある。世帯人数が多いほど無
線 LAN 接続の利用率が多い傾向も見出された。

次に調査 1 の本調査（n = 5,324）において据置型の無
線 LAN アクセスポイント（無線 LAN-AP）の利用につ
いて調べた。その結果、回答者の約 9 割は自宅内に無
線 LAN-AP を設置しており（図 3）、その約 9 割が日中
や就寝時に関わらず電源を常時 ON にして利用してい

る。そして日中に主に過ごす場所の方が就寝場所より
も無線 LAN-AP までの距離が近い傾向があることが
分かった（図 3）。一方、モバイルルーターについては、
回答者の 16.9 % が 1 台以上利用しており、若い年代ほ
ど利用率がやや高い。利用時の置き場所は、机の上な
ど近くに置いている回答者が多い結果となった。

インターネットへの接続方法別の1日あたりの接続時
間の回答結果（図 4）、無線 LAN-AP を使用する場合に
最も長時間接続する傾向となり、次いで有線 LAN 接続、
モバイルルーターによる接続、携帯電話回線による接
続の順に短時間の接続をする回答者の割合が増加した。
これを年代ごとに分けると、比較的若い年代が長時間
接続する割合が高い傾向が見られた。特に無線 LAN-
AP による接続の場合、20 代は 1 日あたり 7 時間以上の
長時間利用の割合が他年代よりも多い結果となった。

上記のように、住居内での様々な無線機器の利用実

図 2　自宅でのインターネット接続方法の質問（複数回答可）への回答。各パネルは (a) 性別、(b) 年代、(c) 同居者数 を指標としたクロス集計。

図 3 住居内における無線 LAN-AP の設置台数（上）と日中及び就寝時の主
な生活場所からの距離（下）
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態を定量的に明らかにすることができた。また、性別、
年齢、同居人数など、回答者の属性によって利用して
いる機器や利用時間等に違いがあることも示すことが
できた。このような情報は、実際にリスクコミュニ
ケーションの活動を設計する際にターゲットとなる層
を検討するための基礎的な情報となる。

	 身のまわりの電波に関する意識

4.1	 電波環境への意識と理解度の自己認識
電波による身体への影響に関するリスクコミュニ

ケーションを考える上で、コミュニケーションの対象
となる市民が身のまわりの電波に対してどのような意
識や考え方の傾向を持っているかを理解しておくこと
も重要である。調査 2 では、まずスクリーニング調査
において、身のまわりの電波についてどの程度意識し
ているか質問したところ、「まったく意識していない」
あるいは「どちらかいえば意識していない」と回答した
回答者が 68.1 % となり、「どちらかといえば意識して
いる」あるいは「とても意識している」とした 31.9 % を
大きく上回った。次に電波についての情報の入手経験
を尋ねたところ、「どのような形でも入手したことはな
い」と答えた回答者が 54.8 % と半数を超えた。この 2
問において「まったく意識していない」かつ「どのよう
な形でも入手したことはない」と答えた回答者（約
25 %）は現時点で身のまわりの電波に全く関心が無い
と判断できると考えられる。リスクコミュニケーショ
ンの対象として無関心層に対してどのようにアプロー
チするかは重要な課題だが、調査 2 の本調査ではまず
少しでも関心のある人々が日常生活において電波に対
してどのような認識や関心を持っているかを把握する
こととした。

本調査では、図 5 に示すように、日常生活で使用す
る様々な機器が発する電波について、回答者自身の生
活環境にどの程度の強度で存在していると認識してい
るか（電波ばく露の認知）を質問した。その結果、携帯

電話基地局やテレビ・ラジオ送信所のような屋外に設
置されている機器や調理器具（電子レンジ・IH クッキ
ングヒーター）では「強いと思う」回答の割合が「弱いと
思う」を上回った。携帯電話端末では両回答は約 4 割
でほぼ拮抗した。一方で、それ以外の室内で使用する
機器では「弱いと思う」回答の方が多い結果となった。
上記の結果は各機器からの電波の強さを必ずしも正確
に反映しているわけではないが、回答者の認識の傾向
として捉えることができた。

次に、電波に関する情報を入手する情報源について、
情報の入手経験がある人が現状どこから情報を得てい
るか、そして回答者全員に今後入手したい情報源を尋
ねた。図 6 にその結果を示す。現状の情報源としては
テレビ・ラジオ、ニュースサイト・新聞（電子版）及び
国・自治体や大学・研究機関以外のウェブサイトを利
用している割合が高い。一方で国・自治体のウェブサ
イト、大学・研究機関のウェブサイト、説明会・講演
会、対話的イベント（座談会・勉強会・サイエンスカ
フェなど）、一般公開イベント（オープンハウスなど）に
ついては現状よりも期待が顕著に上回る結果となった。
したがって、NICT のような研究機関がウェブサイト
やイベントを通じて情報提供を行うことは、この期待
に応えることになり意義が大きいと考えられる。また、
テレビ・ラジオや新聞等のメディアは高い年齢層ほど
期待が高く、逆に動画サイトやSNS（ソーシャルネット
ワーキングサービス）は低い年齢層ほど期待が高く
なっていることから、回答者の属性によって情報提供
を行う上で効果的な媒体が異なることが示唆された。

提供される情報として、電波の測定データに対して
回答者の半数近く（45 %）が興味を示しており、測定主

4

図 4　自宅でのインターネット接続方法と利用時間

図 5　各機器が発する電波の生活環境における強さの認識（n = 5,218）
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体としては、国・自治体、通信事業者・放送事業者に
並んで大学・研究機関に期待する回答がそれぞれ 4 割
程度となった。関心のある測定場所としては、日常生
活を過ごす自宅や駅・繁華街・ショッピングモールな
ど、住宅街等を多くの回答者が挙げている。そのうち、
医療機関や自宅については高い年齢層ほど関心が高
かった。学校や幼稚園・保育園などは子供を持つ層が
持たない層に比べて顕著に関心が高かった。このよう
に、測定データへの関心についても回答者の属性に
よって異なることが示された。

次に電波についての知識量と認識の関係を調べるた
め、電波の性質についてどの程度理解しているかにつ
いて質問した。選択肢は「専門的な知識を有している」、

「専門用語（電界、磁界、周波数など）をある程度理解
できる知識を有している」、「専門用語はわからないが、
なんとなくイメージできる程度の知識を有している」、

「ほとんど知識がない」の 4 個とした。これは電波の性
質についての理解度の自己認識（主観的な知識量）を問
うものであり、これ以降は上記の選択肢を順に理解度
1 から理解度 4 とする。その結果、理解度 4（ほとんど
知識がない）が約半数（47.7 %）を占め、理解度 1 〜 3
はそれぞれ 2.3 %、13.4 %、36.7 % となった（図 7）。

身のまわりの電波に関する感じ方について、以下の
5 つの観点についてどのように感じているかを「とて
もそう思う」から「まったくそう思わない」の 5 段階で
質問した。
（1） 日常においてご自身が強い電波にさらされている
（2） 5G の携帯電話は 4G の携帯電話より発する電波

が強い
（3） 携帯電話は無線 LAN（Wi-Fi）より発する電波が

強い
（4） 電波は一定の強さ以下であれば安全である
（5） 携帯電話基地局が近くにあると不安に感じる
その結果、5 つの観点の全てにおいて、「そう思う」回

答者、つまり「とてもそう思う」と「ややそう思う」の合
計は、「そう思わない」回答者、同じく「あまりそう思わ
ない」と「まったくそう思わない」の合計を上回った。
例えば、「日常においてご自身が強い電波にさらされて
いる」では「そう思う」が 38.8 % であり、「そう思わな
い」が 23.6 % であった（図 8）。

この質問の回答を、上述の電波の性質に対する理解
度を指標としてクロス集計したところ、理解度によっ
て回答の割合に大きな差があり、理解度が高いほど

「そう思う」と答えた回答者の割合が大きいことが判明
した（図 9）。この傾向は 5 つの観点の全てにおいて共
通に見られた。自認する理解度、つまり主観的な知識
量が多いほど身のまわりの電波に関する意識が高い傾
向があるが、5 つの観点の記述は必ずしも正しい内容

図 7　電波の性質の理解度図 6　電波に関する情報源（現状と期待）
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ではないため、意識状況が正確な知識・情報に裏付け
されたものでないことが示された。

4.2　電波に関する意識調査
4.1 に記述した調査 2 では、電波に関する主観的な

知識量と電波についての考え方を論じた。しかし、理
解度（主観的な知識量）は自己認識から導出しているた
め、回答者の持つ知識が正しくない場合でも正しい場
合と同様に評価されてしまうことが考えられる。そこ
で、客観的な知識量を指標として市民の電波に対する
意識を調べるため、調査 3 では正誤判定問題を出題し、
その正答数を客観的な知識量の指標として使用するこ
ととした。この方法は、高木ら（2018）の研究 [11] を参
考にして、問題文の内容は電波の物理的な性質、利用、
時事話題等を織り交ぜて独自に作成した。問題文は以
下の 6 個（括弧内は正答）として「正しい」、「正しくな
い」、「わからない」から選択する方法とした。
（a）電波は電界と磁界が組み合わさって空間を伝わる

（正）
（b）電波の強さは一般的に発生源から離れるとだんだ

ん弱くなる（正）

（c）電波が身体にあたると、そのエネルギーの一部は
体内に吸収されて熱になる（正）

（d）携帯電話で使用されている電波の周波数は地上デ
ジタルテレビ放送の電波の周波数よりも低い（誤）

（e）電波は携帯電話や放送などの用途で人工的に作ら
れるだけでなく自然現象（雷・太陽など）によって
も発生する（正）

（f）5G の電波により新型コロナウイルスの感染が拡
大している（誤）

表 5 に各問題文に対する正答率、誤答率、「わからな
い」回答率を示す。正答率は 15.4 % から 57.9 % に広く
分布した。誤答率は 4.0 % から 15.2 % に分布し全体に
低く、全ての問題文において正答率が誤答率を上回っ
た。回答者ごとの 6 問中の平均正答数は 2.2 問となっ
た。正答数は 0 問の回答者が最も多く（28 %）、1 問以
上では 3 問をピークとする分布を示した。誤答数は 0
問の回答者が約 7 割（69 %）を占め、1 問以上は急激に
減少した。「わからない」の回答数は 6 問全てが最も多
く約 3 割（27 %）を占め、全ての問題文において「わか
らない」回答率は誤答率よりも顕著に高い。以上から、
正誤の判断に迷う場合は誤答を避けて「わからない」を
選択している回答者が多いと考えられる。

次に、電波に関する客観的知識量の指標として正答
数を指標にして、他の質問への回答のクロス集計を
行った例を示す。以下の結果では、χ2 検定（有意水準
α = 0.05）を行うことにより、正答数の違いにより回答
内容の分布が異なることが統計的に有意であると確認
された。

まず、回答者の性別と年代について見ると、正答数
が多いほど男性の比率が高く、年齢が高い層の割合が
増加する傾向が見られた。特に男女差は顕著であり、
男性の比率は 1 問正解の場合は最小の 39.3 % であるの
に対して 6 問正解の場合は最大の 87.2 % となった

（図 10）。また、男女差については調査 2 の理解度つま
り主観的な知識量を指標としても同様の傾向がある。

回答者自身の生活環境における電波の強さの認識に
ついては、テレビ・ラジオ送信所、携帯電話基地局、無

図 8　身のまわりの電波に関する意識状況

図 9 「日常においてご自身が強い電波にさらされている」に対する意識の、
電波の性質に関する理解度を指標とするクロス集計結果

表 5　正誤判定問題の結果（n = 6,085）

問題文 正答率 [%] 誤答率 [%] 「わからない」
回答率 [%]

a 25.3 6.5 68.1
b 54.7 5.4 40.0
c 19.7 15.2 65.1
d 15.4 14.0 70.7
e 44.5 6.7 48.8
f 57.9 4.0 38.1
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線 LAN-AP、携帯電話端末、電子レンジ、スマート
メーター、Bluetooth ワイヤレスヘッドホン・イヤホン、
スマートウォッチについて質問した。その結果は、全
体的には図 5 に示した調査 2 の結果と同様、屋外の機
器や調理器具からの電波は比較的強く認識され、屋内
で使用する機器からの電波は比較的弱く認識される傾
向が見られた。客観的知識量を問う問題の正答数を指
標としたクロス集計の例として、携帯電話端末からの
電波についての回答を図 11 に示す。正答数が多いほど
強い電波が自身の周囲に存在すると考える割合が増加
し、「わからない」と回答する割合が減少した。この傾向
は、電波源の機器の種類に関わらず同様に見られた。

電波に関する情報の入手経験がある割合は、正答数
が多いほど大きい傾向が見られた（図 12）。情報の入手
経験がある回答者に、入手した方法を問う質問では、
正答数が多いほど自分自身で能動的に入手した割合が
大きくなる結果となった。さらに、情報収集した目的
について質問すると、「電波の性質を理解するため」や

「電波を有効に利用するため」と答えた割合は正答数が
多いほど増加した。上記のように、電波についての客
観的な知識量と回答者の属性や意識との関係が表層化
された。

	 まとめ

日常生活を送る空間における電波ばく露に関するリ
スクコミュニケーションのあり方の検討に供するため、
電波を発する機器の利用実態及び身近な電波環境に対
する意識を広く把握するために実施したウェブアン
ケート調査の結果を紹介した。5 千人規模の回答者に対
する 3 件のアンケート調査により、回答者が現在利用し
ている無線機器とその利用方法、さらには電波に関する
ばく露の認知、リスク及び必要性の認知、知識量などを
取得し、それらの間の関係や回答者の属性との相関等
が明らかとなった。上記の結果を定量的に取得したこと
も重要な点であり、今後のリスクコミュニケーションの
対象をどのように設定し、実際のリスクコミュニケー
ション活動を検討する際の基礎的なデータとなると期
待される。対象となる人々は多様な電波ばく露の状況や
意識を持つ層が混在していることを念頭に置き、必要に
応じて情報の伝達方法や媒体、コミュニケーション手法
等を使い分ける必要があることも示唆された。また、今
後は本研究の結果を実際のリスクコミュニケーション
に活用し、その効果を検証することが求められる。

一方で、今後も電波利用技術は更に発展することに
より現在は存在しないものも含めて多くの機器が普及
し、ますます多様な電波環境の中で日常生活を送る将
来が予想される。そのような社会において個々人が電
波に対して過度な不安を抱かず生活できる環境を醸成
するためには、電波強度のモニタリングと併せて本研
究のような市民に対する電波利用実態調査や電波に対
する意識調査も中長期的に継続していくことが有用と
考えられる。
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図 10 電波に関する客観的知識量を問う質問の正答数を指標とした回答者
の性別の回答

図 12 電波に関する情報を入手した経験についての回答に対して正答数を
指標としたとしたクロス集計の結果

図 11 携帯電話端末からの電波が自身の周囲の環境でどの程度の強さで存
在するかの認識の回答に対する、正答数を指標としたとしたクロス
集計結果
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